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株式会社こうわ 

ほくようサステナブルローン 

サステナブル経営支援ローン 

評価日：2026 年 4 月 27 日 

 

 

株式会社北海道共創パートナーズ 

 ソーシャルインパクト事業部 

 

本セカンドオピニオンは、株式会社こうわ (以下、「こうわ」または「当社」という)が北洋銀行の融
資商品「サステナブル経営支援ローン(以下、本ローン)」を利用するにあたり、株式会社北海道共創パ
ートナーズ（以下、「HKP」）が第三者の立場から発行するものである。 

本ローンは、お客さまの SDGs 経営とサステナビリティ目標に対し、第三者からの評価を取得し、融
資実行後においても北洋銀行との継続的な対話等を通じ、企業の持続性の向上を支援する商品である。 

 

1. 企業概要 
(1) 企業概要  

企 業 名 株式会社こうわ 

代 表 者 名 代表取締役 大澤 寿樹 

事 業 拠 点 北海道札幌市東区本町 1 条 4 丁目 7－4 丸美ハイツ No.3 

資 本 金 100 万円 

従 業 員 数 27 名 (2026 年 3 月現在) 

事 業 内 容 児童福祉事業（児童発達支援、放課後等デイサービス） 

沿 革 

2013 年 12 月 

2014年 4月 

2015年 7月 

2017年 6月 

2020年 2月 

2024年 4月 

当社設立 

児童発達支援事業所「めばえ」開設 

「ひなたクラス」増設 

「のどかクラス」増設 

「あさひクラス」増設 

「あおばクラス」増設 

 

(2) 経営理念  

 こうわでは、運営する児童発達支援事業所「めばえ」の名称にあるように、

子どもたち一人ひとりが持つ無限の可能性を信じ、その芽を未来に向けて丁

寧に育てることを使命としている。児童発達支援においては、「できた」とい

う実感を積み重ねながら少しずつ「できること」を増やし、児童の自信と可

能性を広げていくことを心掛けている。 

 また、「子」と「家族」双方の気持ちに寄り添い、共に成長の喜びを分かち

合える関係づくりを大切にしている。施設での経験が、それぞれの家庭にお

いて “新たな成長の発見” や “笑顔” へとつながるよう、日常に寄り添った支

援を実践している。 

  

【出所：こうわ提供】 
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(3) 事業概要 

 こうわは札幌市内にて、児童発達支援と放課後等デイサービスを合計 5 クラス運営している。

子どもたちが安心して楽しく過ごせるよう、施設内は明るく広々とした設計とし、清掃を徹底す

ることで常に清潔な環境を維持している。 

 

《児童発達支援》 

2 歳以上の未就学児を対象に、日常生活における基本的な動作および知識の習得や、集団生

活への適応のための支援を行っている。粘土や折り紙といった制作活動や、戸外遊び、集団ゲ

ームなどを取り入れ、子どもたちが楽しみながら成長できるような環境を提供している。加え

て、年長児相当（6 歳）の子どもには、プリント学習として平仮名や数字などの練習も取り入

れ、就学に向けたサポートも行っている。 

＜施設内の様子＞ 

▲2～5 歳児が使用する「めばえ」 ▲2～5 歳児が使用する「ひなた」  ▲6 歳児が使用する「のどか」 

【出所：こうわ提供】 

 

《放課後等デイサービス》 

小学生および中学生を対象に、生活能力の向上や社会との交流促進のための支援を行ってい

る。学校からの宿題のサポートをはじめ、戸外遊びや体幹トレーニング、グループゲームなど

を取り入れ、学習能力・運動能力や人間関係の構築などを自発的に習得できるような環境を提

供している。 

＜施設内の様子＞ 

▲小学 1～3 年生が使用する「めばえ」 ▲小学 1～3 年生が使用する「あさひ」 ▲小学 4 年生以上が使用する「あおば」 

【出所：こうわ提供】 
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また、当社の施設や運営スタイルには、次のような特徴や強みがある。 

 

■ 保護者とともに歩む支援 

現在は業界として取り組むことが一般的である「家族支援」を、当社ではいち早く施設

開設時から行っている。個人面談や連絡ノート、メッセージアプリなどを活用することで

保護者との連携を密にするなど、子どもの成長や発達の基盤となる親子関係や家庭生活に

関するサポートを通じて、保護者と一緒に子どもの成長を喜び合える関係を目指している。 

 

■ 年齢に応じたクラス編成 

同年代のこども同士が一緒に活動できるよう、子どもたちの年齢に合わせたクラス分け

を実施している。各クラスでは、子どもの活動の中心でもある「遊び」を軸としたプログ

ラムを充実させることで、“感情を表現する力”を育むための環境を整えている。また、他

者とのコミュニケーション方法や関係の築き方を学ぶソーシャルスキルトレーニング

（SST）を通じて社会性や協調性を育み、子どもたちが社会生活に適応するためのサポー

トを実施している。 

 

■ 生活リズムを整えるスケジュール 

子どもたちが安定した生活リズムを身につけることができるようタイムスケジュールを

定め、一日の流れを大切にした療育を行っている。 

＜タイムスケジュールの一例＞ 

【出所：こうわ提供】 

 

■ 保育園・幼稚園や関係機関との連携 

地域の保育園や幼稚園と連携しており、家庭のライフスタイルに応じて併用して利用す

ることが可能となっているほか、医療機関や教育機関とも連携し、子ども一人ひとりの状

況に合わせた多方面からサポート体制を構築している。 
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■ 専門性を備えた多くのスタッフ 

有資格者を法定基準よりも多く配置することで、子どもたちの発達や特性に合わせた支

援の充実を図っている。 

 

 

(4) サステナビリティ活動 

① 環境面 

■ 事業活動上の環境負荷低減 

当社は事業活動における環境負荷低減に向けて、施設内照明の LED 化や、送迎車など社

用車運転時のエコドライブに取り組んでいる。また、業務効率化アプリやタブレットの導

入により、社内書類や労務管理の電子化などペーパーレス化に向けた取り組みを行ってい

る。今後は温室効果ガス排出量の可視化を開始し、社用車を環境負荷低減車両へ入れ替え

るなど温室効果ガス排出量の削減に向けた取り組みを進める方針にある。 

 

② 社会面 

■ 安心して働ける職場づくり 

当社は、スタッフが心身ともに健康で安心して働き続けることができる職場環境づくり

に取り組んでいる。ワークライフバランス実現に向けた取り組みとして、年間休日数を 128

日としており、全国の 1 企業平均である 112.4 日1を上回る水準となっている。また、定

期的な声掛けなどにより有給休暇の積極的な取得を促すことで、プライベートの充実を推

進している。さらに、女性がスタッフの大半を占める当社では、法定基準より多くの有資

格者およびスタッフの配置や業務効率化アプリの活用している。この取り組みにより、緊

急対応が必要な場合を除き、定時退勤（残業や持ち帰り業務なし）を推進するとともに、

スタッフ自身の育児などによる急な休みにも対応できる体制を整備している。気兼ねなく

休暇を取得できる職場風土が醸成されているほか、産休・育休制度の充実を図ることで仕

事と家庭を両立できる職場環境を実現している。 

また、スタッフの健康と将来への不安を軽減すべく、定期健康診断および特定保健指導

の受診状況管理の徹底や、インフルエンザワクチン接種の全額費用補助を毎年実施するな

ど、健康経営の取り組みを進めるとともに、スタッフの金融リテラシー向上や自律的な資

産形成を支援するため企業型確定拠出年金（401k）を導入している。 
 

■ スタッフのスキルアップ支援 

当社は、業務に必要な資格取得・更新にかかる費用補助や資格手当支給を通じて、スタ

ッフのスキルアップを支援している。今後は、外部講師による絵本の読み聞かせなど“子ど

もたちとの接し方”に関する研修や、チームワークやコミュニケーション能力向上など“組

織活性化”に関する研修を定期的に実施することで、スタッフが一体となって子どもたちの

言葉や感性・想像力を育む体制を強化する方針にある。 

  

 
1
 厚生労働省『令和 7(2025)年就労条件総合調査の概況』より 
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＜スタッフの有資格者数＞ 

資格名 人数 資格名 人数 

保育士 7 名 児童発達支援管理責任者 9 名 

社会福祉士 1 名 児童指導員 9 名 

介護福祉士 3 名 社会福祉主事任用資格 1 名 

ホームヘルパー２級 2 名 放課後児童指導員認定資格 2 名 

幼稚園教員免許 4 名 強度行動障害支援者養成基礎研修 修了者 2 名 

小学校教員免許 1 名 
 

 

 

 
中学校教員免許 2 名 

高等学校教員免許 1 名 

       

③ 経済・ガバナンス面 

■ 安全で安心できる施設運営 

当社は、保護者が安心して子どもたちを通わせることができる体制・雰囲気づくりに注

力している。施設内や設備・備品などの清掃・消毒を徹底することで良好な衛生環境を保

っているほか、子ども一人ひとりの個性や成長に応じた支援を励行し、安全に楽しく過ご

せる施設運営を行っている。 

また、事業継続計画（BCP）を策定し、定期的な避難訓練を実施することで、万が一の際

にも子どもたちやスタッフを確実に守るための体制を構築している。 

  



セカンドオピニオン 

 

6/11 

Copyright © 2025 Hokkaido Kyoso Partners Co., Ltd. All rights reserved. 
 

2. サステナビリティ目標の設定 
本ローンの取り組みにあたり、以下の重要課題の達成に向けたサステナビリティ経営の目標・KPI

を設定した。 

 

(1) サステナビリティ目標の設定  
重 要 課 題 1 スタッフの働きがい向上 

取 組 内 容 
① 福利厚生の充実 

② 研修を通じた人材育成 

目 標 ・ K P I 

① 2030 年度までにワークライフバランス推進や健康経営に関する福利

厚生制度を 3 件以上新設する 

② 外部講師による社内研修を年間 2 回以上実施し、毎年継続する 

貢 献 する SD G s 

  

 

 

 

重 要 課 題 2 事業活動上の環境負荷低減 

取 組 内 容 
① 温室効果ガス排出量の削減 

② DX の推進による紙使用量の削減 

目 標 ・ K P I 

① 2030 年度までに社用車の EV・HV・低排出ガス車の導入率を 100％

にする（現状：3 台／全 8 台） 

② 2030 年度までにコピー用紙の使用量を 2025 年度対比で 20％以上

削減する（2025 年度実績：45,000 枚） 

貢 献 する SD G s 

 

 

 

 

(2) サステナビリティ目標の有意義性 

 本ローンの組成にあたり、こうわは「スタッフの働きがい向上」と「事業活動上の環境負荷低

減」の重要課題（マテリアリティ）に基づき、自社の成長と持続可能な社会の形成を両立するた

めの目標・KPI を設定した。以下、取組の有意義性を見ていく。 

 

重要課題 1：スタッフの働きがい向上 

取組内容①「福利厚生の充実」 

取組内容②「研修を通じた人材育成」 

北海道労働局の統計情報によると、2026 年 2 月の全職業月間有効求人倍率が 0.90 倍であ

ることに対し、当社の主な職種となる保育士・福祉相談員等は 2.06 倍、ホームヘルパー・ケ

アワーカーは 2.97 倍と、人材採用の難易度が極めて高い状況にあり、人材採用・定着におけ

る競争力の維持・強化の取り組みが不可欠である。 

福利厚生制度の充実は、健康維持促進と育児・介護との両立支援など、生活安定やワークラ

イフバランス実現を通じてウェルビーイングの向上に寄与し、長期的には、人材の確保・定着

率向上につながる。当社では既に、インフルエンザワクチン接種の全額費用補助や、企業型確

定拠出年金（401k）などの福利厚生制度を設け、スタッフの健康や将来への不安を軽減し、

活き活きと働ける環境を整備している。加えて、2026 年 4 月にはバースデー休暇制度を新設
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し、従業員のモチベーション向上につなげている。 

 今後は、福利厚生制度の拡充を進めるとともに、外部講師による研修体制を強化することで、

専門知識・スキル習得を支援する方針である。これらの取り組みは、キャリアアップやワーク

ライフバランスを重視する求職者に対する訴求力を高め、採用面における企業の競争力強化に

もつながる。   

 以上より本目標・KPI は、従業員満足度・モチベーション向上と、中長期的な企業価値向上

に寄与する有意義な取り組みである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所：厚生労働省 北海道労働局『職種別、求人・求職・賃金状況(令和 8 年 2 月)』】  
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重要課題 2：事業活動上の環境負荷低減 

取組内容①「温室効果ガス排出量の削減」 

取組内容②「DX の推進による紙使用量の削減」 

当社が拠点を置く北海道は、2050 年までに温室効果ガス実質排出量ゼロを目指すことを宣

言しており、環境と経済・社会が調和しながら成長を続ける「ゼロカーボン北海道」の実現を

目指している。『ゼロカーボン北海道推進計画（北海道地球温暖化対策推進計画(第 3 次)[改定

版］）』（2023 年 3 月(2024 年 4 月一部改正)）では、「脱炭素型ビジネススタイルへの転換」

を重点的に進め、気候変動に対応した経営戦略の開示や脱炭素に向けた目標設定など、事業者

による積極的な脱炭素経営の取り組みを促進する方針を示している。 

また、経済産業省が実施したアンケート結果によると、中小企業においては、カーボンニュ

ートラルの進展が経営に何らかの影響があると感じつつも、約８割の中小企業は具体的な方策

を検討していない状況にある。 

 当社の事業活動における温室効果ガス排出の主要因は、社用車による利用者の送迎によるも

のである。そのため、温室効果ガス排出量の算定を行うとともに、EV・HV・低排出ガス車の

導入率を高めていくことは、温室効果ガス排出量の削減に向けて実効性の高い取り組みであ

る。また、当社が事業活動において排出する廃棄物の多くは、使用済みコピー用紙など紙の印

刷物によるものであることを踏まえ、今後は DX 推進によるペーパーレス化の取り組みを強化

する方針にある。業務効率化アプリやタブレットの導入により、社内書類や労務管理の電子化

をすすめる取り組みは、森林資源保護への貢献および廃棄物処理に伴う温室効果ガス排出を間

接的な抑制に寄与する。また、DX 推進による業務プロセスの効率化は、スタッフと子どもが

直接関わる時間や、残業時間抑制によるスタッフのプライベート時間の確保にもつながる。 

 本目標・KPI、カーボンニュートラル実現および循環型社会の形成に向けて、温室効果ガス

排出量の削減と廃棄物抑制を進める有意義な取り組みである。 
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【出所：北海道『ゼロカーボン北海道推進計画（北海道地球温暖化対策推進計画(第 3 次)[改定版］）概要版』 

（令和 4 年 3 月(令和 5 年 4 月一部修正)）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所：経済産業省 中小企業のカーボンニュートラル施策について】 
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株式会社北海道共創パートナーズ 会社概要 
 

名  称 株式会社北海道共創パートナーズ 

本社所在地 

〒060-0042 

札幌市中央区大通西３丁目 7 番地 北洋大通センター13 階 

代表 TEL：011-596-7814 

資 本 金 4,950 万円 

株  主 株式会社北洋銀行  

代 表 者 代表取締役社長 岩崎 俊一郎 

事 業 内 容 

①経営に関する問題点の調査・分析、改善案の企画・立案 

②企業戦略の立案、システムの構築および事業承継およびＭ＆Ａに関する支援 

③人材育成のための研修業務 

④有料職業紹介事業（許可番号 01 ユ-300467） 

⑤投資事業組合財産の運用及び管理 

⑥株式、社債又は持分その有価証券に対する投資業務 

⑦前各号に付帯関連するコンサルティング業務 

⑧前各号に付帯関連する一切の業務 

沿  革 

2015 年 8 月 株式会社日本人材機構 設立 

2017 年 9 月 株式会社日本人材機構と株式会社北洋銀行の共同出資により 

株式会社北海道共創パートナーズ設立 

コンサルティング事業とプロフェッショナル人材のシェアリング 

事業を開始 

2018 年 10 月 有料職業紹介事業の許可を取得し、人材紹介事業に参入 

2020 年  4 月 株式会社北洋銀行が株式会社日本人材機構の保有する株式を 

取得し、100%子会社化 

株式会社北洋銀行から M&A 事業を移管 

2023 年 4 月 経営コンサルティング事業の中の補助金コンサルティングを 

補助金事業部として事業部化 

2026 年 4 月 サステナビリティ経営支援チームと補助金事業部を統合し、 

ソーシャルインパクト事業部発足 

 
 
 
 
 

  



セカンドオピニオン 

 

11/11 

Copyright © 2025 Hokkaido Kyoso Partners Co., Ltd. All rights reserved. 
 

 
留意事項 
 

本文書は、貸付人が借入人に対して実施する「サステナブル経営支援ローン」に際し、借入人の SDGs

経営とサステナビリティ目標の有意義性に対する第三者意見を述べたものです。 

本文書に記載された情報は、現時点で入手可能な公開情報、借入人から提供された情報や借入人へ

のインタビューなどで収集した情報に基づいて、現時点での状況を評価したものであり、当該情報の

正確性、実現可能性、将来における状況への評価を保証するものではありません。 

HKP は当文書のあらゆる使用に起因して発生する全ての直接的、間接的損失や派生的損害について

は、一切義務または責任は負わないものとします。 

本文書に関する一切の権利は HKP に帰属します。HKP の事前の許諾無く、本文書の全部または一

部を自己使用の目的を超えて使用すること（複製、改変、翻案、頒布等を含みます）は禁止されてい

ます。 

 

【独立性】 

HKP は、北洋銀行グループに属しており、北洋銀行および北洋銀行グループ企業との間および北洋

銀行グループのお客さま相互の間における利益相反のおそれのある取引等に関して、法令等に従い、

お客さまの利益が不当に害されることのないように、適切に業務を遂行いたします。 

 また、本文書にかかる調査、分析、コンサルティング業務は北洋銀行とは独立して行われるもので

あり、北洋銀行からの融資に関する助言を構成するものでも、資金調達を保証するものでもありませ

ん。 

 

【第三者性】 

借入人と HKP との間に利益相反が生じると考えられる資本関係及び人的関係などの特別な利害関

係はありません。 

 

 


